
令和3年度

1月補正予算の概要

（1月26日専決分）

八代市

－ 1 －



(単位：千円)

補 正 前 の 額 補 正 額 計 前年同期比

72,659,800 1,970,000 74,629,800 △ 19.2%

33,868,395 0 33,868,395 △ 1.8%

7,174,762 0 7,174,762 △ 17.4%

113,702,957 1,970,000 115,672,957 △ 14.7%

令和3年度1月補正予算　（1月26日専決分）

会 計 名

一 般 会 計 （ 第 11 号 ）

特 別 会 計

企 業 会 計

合           計
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一般会計事項別明細

【歳　入】 （単位:千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 15,144,672 15,144,672

2 地 方 譲 与 税 570,000 570,000

3 利 子 割 交 付 金 8,300 8,300

4 配 当 割 交 付 金 47,000 47,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 35,000 35,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 63,000 63,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 2,680,000 2,680,000

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,000 6,000

9 環 境 性 能 割 交 付 金 33,000 33,000

10 地 方 特 例 交 付 金 111,000 111,000

11 地 方 交 付 税 15,433,112 15,433,112

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,000 14,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 410,285 410,285

14 使 用 料 及 び 手 数 料 793,014 793,014

15 国 庫 支 出 金 12,578,224 1,970,000 14,548,224

16 県 支 出 金 6,764,715 6,764,715

17 財 産 収 入 57,900 57,900

18 寄 附 金 1,053,761 1,053,761

19 繰 入 金 1,179,879 1,179,879

20 繰 越 金 1,147,139 1,147,139

21 諸 収 入 1,068,699 1,068,699

22 市 債 13,461,100 13,461,100

歳 入 合 計 72,659,800 1,970,000 74,629,800

【歳　出】 （単位:千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 363,903 363,903

2 総 務 費 14,921,807 14,921,807

3 民 生 費 26,272,521 1,970,000 28,242,521

4 衛 生 費 4,123,382 4,123,382

5 農 林 水 産 業 費 3,682,405 3,682,405

6 商 工 費 2,939,057 2,939,057

7 土 木 費 5,271,417 5,271,417

8 消 防 費 2,300,913 2,300,913

9 教 育 費 4,596,338 4,596,338

10 災 害 復 旧 費 1,214,300 1,214,300

11 公 債 費 6,490,188 6,490,188

12 諸 支 出 金 463,569 463,569

13 予 備 費 20,000 20,000

歳 出 合 計 72,659,800 1,970,000 74,629,800

款

款
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一般会計補正予算
※注釈【コ】新型コロナウイルス感染症対策関連事業

款
補 正 額

【民生費】
1,970,000

(1) 住民税非課税世帯等への臨時特別給付金給付事業 1,970,000 国庫支出金 1,970,000
（臨時特別給付金事業推進室） （10/10）

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した
方々が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、国の「コロナ克
服・新時代開拓のための経済対策」の1つとして、住民税非課税世帯等に対
して、臨時特別給付金を給付するために必要な経費を補正するもの。

【支給額】
　1世帯当たり10万円

【支給対象者】
　①基準日（令和3年12月10日）において世帯全員の令和3年度分の住民税
　均等割が非課税である世帯
　②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、令和3年1月以降に家計が
　急変し、①の世帯と同様の事情にあると認められる世帯

　事務費　：　20,000千円
　　人件費（会計年度任用職員）：　2,738千円
　　職員手当等（時間外手当）　：　2,045千円
　　需用費（印刷製本費等）　　：　1,752千円
　　役務費（郵便料等）　　　　：　9,092千円
　　委託料（システム改修委託）：　3,234千円
　　使用料及び賃借料　　　　　：　1,139千円

　給付費　： 1,950,000千円（19,500世帯×100千円）

1,970,000

【コ】

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

1,970,000

事              項

住民税非課税世帯等への臨時特別給 付金 給付 事業
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